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平成14年３月設定、14年７月改定

気象業務の評価（チェックアップ）に関する業績指標と目標値

アウトカム目標
基本目標

（関連施策等）
業　績　指　標　・　目　標　値

①台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

（＊：国土交通省の政策評価における業績指標)
・台風中心位置の72時間先の予報誤差を、17年までに約20％

改善し、360km にする。

台風・豪雨等に関
する気象情報の充
実・改善

②大雨警報のための雨量予測精度　　（14年７月に設定）

・気象災害対策の基本となる大雨警報に用いる降水短時間予

報の精度（３時間先までの雨量の予測値と実測値の比（両者
のうち大きな値を分母とする）の平均）を、18 年度までに

14％改善し、0.57とする。

③震度情報の精度（推計した震度と実際の震度との合致率）

・地震直後に発表する震度の推計値（１km メッシュ値）と現
地の実際の震度とが対応している割合を18 年度までに 40％

程度改善し、70％にする。

④想定東海地震の監視能力（異常検知可能な地殻変動の大
きさ、把握可能な地震の大きさ）

・想定東海地震の発生に先立って予想される前兆的なすべり
について、17 年度までに現在の半分の大きさ（エネルギー）
まで検知できるようにし、想定震源域で発生する小さな地震

について、17 年度までに現在の半分の大きさ（エネルギー）
の地震まで把握できるようにする。

（災害による被害の
軽減）

豪雨水害・土砂災害、
地震・火山災害等に対
する備えが充実し、ま
た発生後の適切な対
応が確保されること
で、これらの災害によ
る生命・財産・生活に
係る被害の軽減が図
られること 地震・火山に関す

る監視・情報の充
実・改善

⑤火山活動の監視能力（事前に異常を検知できる火山数）

・17年度までに、事前に異常を検知できる火山数を22（12年
度は12）に、このうち、より高い確度で事前に異常を検知で

きる火山数を８（12年度は４）にする。

航空機のための気
象情報の充実・改
善

⑥飛行場予報の精度（飛行場の風向・風速予報の適中率）

　　　　　　　　　（14年７月に目標修正）

・航空機の離発着に影響を与える飛行場の風向と風速の予報
が適中する割合（適中率）を、17年度までに、それぞれ68％

と67％に改善する。

（交通安全の確保）

交通の安全を確保す
るため、事故等の未然
防止と被害の軽減が
図られること

船舶のための気象
情報の充実・改善

⑦波浪予報の精度（北西太平洋などの外洋を対象とした波
浪予測モデルの適中率）

・北西太平洋などの外洋を対象とした24 時間先の波浪の予測
値と実際の観測値とが対応する割合を、17 年度までに、約

10％改善し75％にする。

（地球環境の保全）

地球環境保全への取
組みがなされること

オゾン層・地球温
暖化等の地球環境
に関する情報の充
実・改善

⑧地球環境に関する気象情報の充実・改善（改善または新
規に作成され提供される情報の数）

・オゾン層、地球温暖化に関する温室効果ガスの監視情報につ

いて、15年度までの各年度に４件の改善または新規の情報提
供を行う。

・地球温暖化に関して、18 年度までに予測モデルの改善によ

り、３件の新たな内容の予測情報を提供する。

（表４－１）
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観測・予報業務の
改善

⑨天気予報の精度（明日予報が大きくはずれた年間日数、
週間天気予報における降水の有無の適中率と最高・最低気
温の予報誤差）

・明日の天気予報において、降水確率、最高気温、最低気温が

大きくはずれた年間日数（12年実績で、それぞれ 27 日、49
日、33日）を、18年までにそれぞれ２割程度減らし、20日、

40日、25日にする。

・週間天気予報の５日後の精度を、18年までに、12 年時点に

おける４日後の精度まで向上させ、降水の有無の適中率を
70％に、最高・最低気温の予測誤差を各2.4℃・1.9℃に改善

する。

気候情報の充実・
改善

⑩季節予報の精度（１か月予報に用いる数値予報モデルの
精度、数値予報モデルによる予報期間）

・１か月予報に用いる数値予報モデルの精度を、18 年度まで
に、70％に改善する。

・１か月予報に用いる数値予報モデルによる予報手法を、17

年度までに、６か月予報まで拡張する。

（生活の向上、社会経
済活動の発展）

人々の暮らしとこれ
を支える活力ある社
会経済活動がなされ
ること

民間気象事業者の
支援、気象情報の
利用促進

⑪民間において利用可能な気象情報の量、技術資料の種類数

・各種の気象情報の充実によって、14年度には12年度に比べ
て、民間の気象事業者等が利用可能な１日当たりの気象情報

の量を35％以上増加させ424MB（新聞紙約１万７千ﾍ゚ ｼー゙ ）に
するとともに、気象情報の円滑な利用を支援するため、新た

に30種類以上の技術資料を利用可能とする。

⑫数値予報モデルの精度（地球全体の大気を対象とした数

値予報モデルの精度）

・地球全体の大気を対象とした数値予報モデルの５日後の予測
誤差を、17年までに約20％改善し、12年時点における４日後

の予測誤差まで改善する。

気象業務の改善に共通する技術開発の推

進、基盤情報の充実

⑬気象統計情報の充実（改善または新規に作成され提供さ

れる気象統計情報の数）

・気象庁が保有する気象観測データ等から作成し、インターネ
ット等を通して広く利用できる統計情報について、18 年度ま
でに、各年度１つの統計情報の充実・改善を行う。その名称・

内容は毎年度設定する。

（上記アウトカム目標達成に共通する施策等）

気象業務に関するニーズや改善の成果の

把握

気象情報の満足度　（14年７月に防災気象情報の目標設定）

・14年度以降、各種の気象情報ごとに測定していく満足度を指
標とし、その後、定期に満足度を測定することで当該情報の充

実・改善の成果を把握する。また、満足度測定によって、各種
の気象情報ごとに、その充実・改善の検討に必要となる利用者

側のニーズなどのデータ収集を行う。

・14年２～３月に全国の防災関係機関を対象に実施した「防災

気象情報の満足度に関する調査」を踏まえて、大雨警報、台風
情報、地震情報、津波予報・情報、東海地震に関係する情報、
火山情報、気象統計の満足度評価点（100 点満点）について、

現在の数値を情報に応じてそれぞれ18年度までに２～４点向
上させる。


